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（目的） 

第１条 この規則は、大阪市高速電気軌道株式会社（以下、「当社」という。）が、当社高速鉄道

（中量軌道を含む。以下「当社線」という。）の通学定期券（連絡通学定期券を含む。以下同

じ。）を発売する学校の指定について必要な事項を定め、もつて事務の適正化を図ることを目的と

する。 

（用語の意義） 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 学校 学校教育法（昭和22年法律第26号。以下同じ。）第１条に規定する幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校並び

に同法第124条に規定する専修学校、同法第134条に規定する各種学校及び他の法令に基づいて

設置された教育施設をいう。 

(２) 国公立の学校 国及び地方公共団体が設置した学校 

(３) 指定学校 当社が通学定期券を発売する学校として指定したものをいう。 

（指定基準） 

第３条 学校教育法第１条に規定する学校以外の学校について指定学校として指定する場合の基準

は、次のとおりとする。 

(１) 監督庁の認可の日及び開校の日のいずれからも１年以上経過していること（国公立の学校及

び学校教育法第130条第１項に基づき設置の許可を受けた専修学校については、この限りでな

い。） 

(２) 修業期間が連続して12月以上であること 

(３) 授業時間数が１年間700時間以上であること 

(４) 生徒の部科別の定員が40人以上であること 

(５) 入学期又は卒業期が年２回以内であつて固定していること 

(６) 学則に定めている入学期又は卒業期以外の月に入学させ又は卒業させていないこと 

(７) １週間の授業日数が５日以上、授業時間数が18時間以上であること 

(８) 短期修業又は一部学科の専修を認めていないこと 

（指定の申請） 

第４条 学校の代表者は、指定学校として指定を受けようとする場合は、次に掲げる申請書類を当社

に提出しなければならない。 

(１) 学校教育法第１条に規定する学校 

学校指定申請書（別記様式第１号） 
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(２) 前号以外の学校 

ア 学校指定申請書 

イ 監督庁の認可の写し 

ウ 学校調書（別記様式第２号） 

エ 学校内容、設備に関する参考書類 

（指定方法） 

第５条 学校指定の申請があつた場合は、申請書を審査し、前条第１号の学校については全部に対

し、前条第２号の学校については申請書類に基づき調査し、第３条に規定する指定基準の条件を具

備し、かつ、指定を適当と認めるものに対し当社が指定する。この場合、部科を設けている学校に

ついては、部科ごとに指定する。 

２ 前項により指定学校として指定したときは、学校の代表者に対し指定通知書（別記様式第３号）

を交付する。 

（指定期間の限定） 

第６条 指定学校として指定する場合、期間を限定して行うことがある。 

（指定部科追加申請） 

第７条 指定学校が既に指定されている部科以外の部科について追加指定を受けようとする場合は、

第４条に規定する申請手続を行わなければならない。 

（継続指定申請） 

第８条 期間を限定して指定された指定学校が、期限後に引き続き指定を受けようとするときは、期

限の３日前までに、申請手続を行わなければならない。この場合、申請書類の一部を省略すること

ができる。 

（学校内容の変更通知） 

第９条 指定学校が休校若しくは廃校するとき又は学校名、部科名、所在地及び学則その他指定申請

内容に変更を生じたときは、すみやかに当社に届け出なければならない。 

２ 部科を設けている学校が、部科ごとに指定されている場合も、また同様とする。 

（指定の取消し） 

第10条 当社は、指定学校で通学定期券の発売が適当でないと認めたときは、その指定を取り消すこ

とがある。 

（施行細目） 

第11条 この規則の施行に関して必要な事項は、別に定める。 

別記様式１号 （第４条１号） 



3 

  
別記様式第２号（第４条２号のウ） 

学校調書（その１） 



4 

 
学校調書（その２） 
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別記様式第３号（第５条） 

指定通知書 



6 

 



7 

附 則 

この規則は、2018年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規則は、2023年４月１日から施行する。 


